
瑞穂町行政評価委員会 第６回補助金等審査分科会 次第 

 

日 時 平成２５年１月２５日（金）午前１０時 

場 所 瑞穂町民会館第１会議室 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

議題１ 補助金等審査 

（審査事項） 

２４審査―１ 瑞穂町の住宅関連助成・補助制度 

       ①（新設）住宅耐震診断費助成事業【地域課】 

       ②（新設）住宅耐震改修費助成事業【産業課】 

       ③（新設）簡易耐震改修費助成事業【地域課】 

       ④（改定）住宅改修等補助事業【産業課】 

       ⑤（改定）住宅用環境配慮型機器購入費【環境課】 

 

 （報告事項） 

２４報告―１ 新規就農者確保事業費補助金【産業課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



 

瑞穂町行政評価委員会第６回補助金等審査分科会 

審査及び報告事項一覧 

 

 

 

１ 審査及び報告事項（２件） 

番号 担当課 補助金等名称 資料 

２４審査-１ 

住民部 

地域課 

環境課 

都市整備部 

産業課 

瑞穂町の住宅関連助成・補助制度 

２ 

２４報告-１ 
都市整備部 

産業課 

新規就農者確保事業費補助金 
３ 

 

資料 １ 
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資料  ２ 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称 瑞穂町の住宅関連助成・補助制度 

担 当 部 署 住民部 都市整備部 

１ 提案概要   

瑞穂町耐震化改修促進計画（平成２４年３月策定）に掲げる住宅の耐震化の目標

を達成するため、「住宅耐震診断費助成事業」・「住宅耐震改修費助成事業」・「簡易耐

震改修費助成事業」を創設します。 

制度実施に当たり、既存の「住宅改修等補助事業」・「住宅用環境配慮型機器購入

費助成事業」と整理統合を行います。 

 

２ 制度内容   

１ 【新設】 住宅耐震診断費助成事業（担当：住民部 地域課） 

（１）助成対象住宅 

昭和５６年５月３１日以前に建築を着工した、町内に存する木造一戸建て建築物

のうち、延べ床面積の２分の１以上を居住の用途に供しているもの 

（２）助成対象者：以下の要件をすべて充たす個人 

  ①申請日において町内に住所を有すること 

②自己の居住の用途に供する助成対象住宅を所有すること 

③町税、及び国民健康保険税の滞納がないこと 

（３）助成額 

①助成割合：耐震診断に要した経費の２分の１ 

②上限額：１０万円 

③予算措置：申請１５件分（総額１５０万円） 

（４）国からの補助 

補助割合：事業費の３分の１以内で町の補助金の２分の１以内 

 

２ 【新設】 住宅耐震改修費助成事業（担当：都市整備部 産業課） 

（１）助成対象住宅：以下の要件をすべて充たすもの 

①１の住宅耐震診断費助成制度に同じ 

②耐震改修を行う前に耐震診断を受け、その評点が１．０未満であること 

③耐震改修を行った後の評点が１．０以上となること 

④行われた耐震改修が建築基準法等の規定に違反していないこと 

（２）助成対象者 
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１の住宅耐震診断費助成制度に同じ 

（３）助成額 

  ①助成割合：耐震改修に要した経費の２分の１ 

  ②上限額：１００万円 

  ③予算措置：申請５件分（総額５００万円） 

（４）国からの補助 

 １の住宅耐震診断費助成制度に同じ 

 

３ 【新設】 簡易耐震改修費助成事業（担当：住民部 地域課） 

（１）助成対象住宅：以下の要件をすべて充たすもの 

①２の住宅耐震診断費助成制度の①②に同じ 

②以下のアイのいずれにも該当すること 

ア そこに居住する世帯の年間所得額が２００万円以下であること 

イ そこに居住する世帯が、助成の申請の日において６５歳以上の者（以下「高齢

者」という。）または未成年者、あるいは身体上の障害の程度が身体障害者福祉法

施行規則別表５号の１級又は２級の者で構成されること 

（２）助成対象者 

１の住宅耐震診断費助成制度に同じ 

（３）助成額 

  ①助成割合：耐震改修に要した経費の１０分の６ 

  ②上限額：５０万円 

  ③予算措置：申請５件分（総額２５０万円） 

（４）都からの補助 

補助割合：費用の４分の１以内、かつ、町の助成額から国の補助額を控除した額の

２分の１以内 

上限額：７万５千円 

 

４ 【既存】 住宅改修等補助事業（担当：都市整備部 産業課） 

（１）補助対象住宅 

町の区域内にある、個人住宅（自己の居住の用に供する住宅）、併用住宅（建築物

に個人住宅の部分及び自己の居住の用に供する部分以外のものがある住宅）及び集

合住宅 

（２）補助対象者：以下の要件をすべて充たす個人 

  ①申請日において町内に住所を有すること 

②補助対象住宅に居住すること（所有者でない居住者については、所有者か管理

者から改修についての承諾を得ること） 

③市町村民税の滞納がないこと 
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（３）補助対象事業 

２０万円（消費税・地方消費税相当額除く）以上の費用を要し、次の①～④のい

ずれかに該当するもの 

①個人住宅の改修工事 

②併用住宅における個人住宅部分の改修工事 

③集合住宅における個人住宅部分の改修工事 

④バリアフリー対応型改修工事及び通路面の改修工事 

（４）補助額 

①補助割合：改修工事の見積書又は改修工事完了後の工事額のいずれか少ない額

の１０分の１ 

②上限額：７万５千円（平成２４年度：１０万円） 

③予算措置：想定申請件数１００件、平成２５年度当初予算額案７５０万円 

（５）国や都からの補助 

利用無し 

 

５ 【既存】 住宅用環境配慮型機器購入費助成事業（担当：住民部 環境課） 

（１）助成対象住宅 

町内に存する建物のうち、床面積の２分の１以上を居住の用途に供しているもの

（２）助成対象者：①～④の要件をすべて充たし、かつ、⑤～⑦の要件に該当しない

者 

①町内に住所を有するもので、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づ

き記録されている者 

②自ら居住する住宅に新たに住宅用環境配慮型機器を購入し、設置した者又は住宅

用環境配慮型機器の設置された住宅を新たに購入した者 

③納期の到来している町税及び国民健康保険税（他の市町村（特別区を含む。）に

おいて徴収するものを含む。）を完納している者 

④設置した住宅用環境配慮型機器が設置当時未使用品であること 

⑤販売又は賃貸借の目的で住宅を建築（改築を含む。）する者（居住の目的で当該

住宅を購入する者が現に存在するときを除く） 

⑥賃貸住宅に対して住宅用環境配慮型機器を設置しようとする者 

⑦既に同一の住宅に住宅用環境配慮型機器を対象としてこの助成金が交付された者

又はその者と同一の生計にある者 
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（３）助成額 

助成対象機器 助成金額 上限額 想定件数 予算額 

二酸化炭素冷

媒ヒートポン

プ給湯器 

購入金額の 

１０分の１ 
４万円 １５件 ６０万円 

潜熱回収型給

湯器 
同上 ２万円 ２０件 ４０万円 

ガス発電給湯

器 
同上 ４万円 ０件 ０万円 

太陽光発電シ

ステム 

３万円に当該

補助対象機器

の最大出力キ

ロワット数を

乗じて得た額 

１２万円 

（平成２４年度

１５万円） 

４５件 ５４０万円

合計（平成２５年度当初予算額） ６４０万円 

（４）国や都からの補助 

利用無し 

 

３ 各補助・助成事業間の関係  

それぞれの助成事業は、密接に関連する事業と位置づけ、同一の住宅に関する同時

の申請を可能とします。 

費用算出の内訳が区別できる場合であれば、国や都の助成を利用した助成事業と町

単独での助成事業の対象が同一家屋であっても問題はありません。制度実施に当たっ

ては、国・都の補助制度を極力活用するよう要望を行います。 

 

４ 各事業予算一覧  

 

事業名 
平成２４年度

当初予算 

平成２４年度 

決算見込額 

平成２５年度 

当初予算要求額

住宅改修等補助事業 ７５０万円 ９０７万３千円 ７５０万円

住宅用環境配慮型機器購

入費助成事業 
６８０万円 １，３５０万円 ６４０万円

住宅耐震診断費助成事業 ―― ―― １５０万円

住宅耐震改修費助成事業 ―― ―― ５００万円

簡易耐震改修助成事業 ―― ―― ２５０万円

合計額 １，４３０万円 ２，２５７万３千円 ２，２９０万円
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５ 町民への周知・啓発  

広報４月号に情報を掲載する（地域課が担当）。 

地域課、産業課（商工会含む）、環境課、都市計画課、福祉課、高齢課が、各課に住

宅に関する工事の助成制度について尋ねてきた町民に対して、自らの担当する助成制

度のみならず、関連助成制度としてこれら制度の紹介を行う。 

６ スケジュール  

平成２５年 

１月 平成２５年度当初予算案に計上 

３月 補助制度要綱制定 

４月 補助制度事業開始 

 



 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        新規就農者確保事業費補助金 

担 当 部 署 都市整備部   産業課    農政係 

担 当 者 名        石塚 幸雄 

補助対象    

  瑞穂町農業振興等事業実施要綱に準ずる農業経営者等 

    

規 程 等   

戸別所得補償経営安定推進事業実施要綱（国） 

新規就農総合支援事業実施要綱（国） 

東京都新規就農者確保事業実施要綱（東京都） 

瑞穂町農業振興等事業実施要綱（町） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

国は、農業・農村における高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加など「人と農

地の問題」を解決していく事が必要であることから平成２４年度より新規就農者に

対し、年額１５０万円を給付する事業を開始しました。 

これにあわせ都では東京都新規就農者確保実施要綱、町では新規就農者確保事業

費補助金を創設し、支援していくものです。 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

  経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対して経営開始型の青年就農給付金

を給付することにより、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るものです。 

 

補助金額 

  １人あたり年間１５０万円、夫婦の場合は２２５万円とし、給付期間は最長５年

間（平成２３年度以前に経営を開始したものにあっては、経営開始後５年度目分ま

でとなります。） 

 

補助割合 

国補助  東京都補助  町補助 

10/10    0/10    0/10 

 

実施期間 

  平成２４年度より最長５年間 

 

その他 

  事務手続きの流れ 

国（関東農政局） ⇔ 東京都 ⇔ 瑞穂町 ⇔ 給付対象者 

   ＊補助金の給付は町から給付対象者になります。 

 

資料 ３


